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下関港港湾脱炭素化推進協議会の設立趣旨

（１）港湾脱炭素化推進協議会とは

■ 港湾脱炭素化推進協議会の組織概要
港湾における脱炭素化の取組は、多岐に亘る官民の主体が関係することから、その実効性を高めるためには、官
民連携による継続的かつ計画的な取組を進める体制構築が必要です。
下関港において、官民の連携による脱炭素化の促進に資する港湾の効果的な利用の推進を図るための計画の作成
及び実施に関し必要な協議を行うことを目的とした組織です。

■ 港湾脱炭素化推進協議会の役割

1. 港湾脱炭素化推進計画の作成及び変更に
関する協議

2. 港湾脱炭素化推進計画に基づき実施され
る事業の推進

3. 港湾脱炭素化推進計画の達成状況の評価
4. その他目的達成に必要な事項

■ 港湾脱炭素化推進協議会の構成員

学識経験者
民間企業
（立地企業,港湾運送事業者,倉庫業者,船社,物流事業者）
関係行政機関（国、県、市）
事務局（港湾管理者）

事務局(港湾管理者)

民間企業
関係行政機関

学識経験者

計画の作成、変更

事業の推進達成状況の評価

港湾脱炭素化推進協議会

■ 港湾法の改正
官民連携による脱炭素化の推進に資する、港湾脱炭素化推進計画の作成に努めることが望ましいとされています。
港湾脱炭素化推進計画の作成及び実施に際して、協議会を積極的に活用することが望ましいとされています。
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下関港港湾脱炭素化推進協議会の設立趣旨

（２）下関港港湾脱炭素化推進協議会について

■下関港港湾脱炭素化推進協議会の設置
下関港においても、カーボンニュートラル達成のために「下関港港湾脱炭素化推進協議会」を設置し、「下関港
港湾脱炭素化推進計画」の作成に向けた検討を進め、港湾関係者の皆様と一体で脱炭素化の取組を推進していき
ます。

■下関港港湾脱炭素化推進協議会の目的
下関港における温室効果ガスの排出量や関係者の脱炭素化の取組み状況等を共有し、将来的な水素・アンモニア
等の受入環境の構築のための準備や、関係者間で連携して港湾内及び臨海部の脱炭素化を図るための取組みにつ
いて議論や情報交換等を行うことを目的とします。

■下関港港湾脱炭素化推進協議会の構成員

【企業】
・彦島製錬株式会社
・中国電力株式会社
・株式会社神戸製鋼所
・株式会社ブリヂストン
・下関三井化学株式会社
・林兼産業株式会社
・三菱重工業株式会社
・山口合同ガス株式会社
・長府バイオパワー合同会社
・下関バイオマスエナジー合同会社
・関釜フェリー株式会社

【学識経験者】
・山口大学
【関係行政機関】
・国土交通省九州運輸局
・国土交通省九州地方整備局
・経済産業省中国経済産業局
・山口県土木建築部
・下関市産業振興部
・下関市環境部
【事務局】
・下関市港湾局

・蘇州下関フェリー株式会社
・KEYS Bunkering West Japan 株式会社
・下関海陸運送株式会社
・日本通運株式会社
・関光汽船株式会社
【団体】
・下関港湾協会
・下関港運協会
・下関商工会議所
・山口県トラック協会
・山口県倉庫協会
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下関港脱炭素化推進計画作成までのスケジュール

・協議会設立趣旨及び規約（案）について
・脱炭素化実現に向けた我が国及び下関市の取り組みについて
・下関港港湾脱炭素化推進計画作成の進め方
・各社取り組み状況について（意見交換あり）

第2回協議会

第3回協議会

協議会等の開催予定

・アンケート・ヒアリング結果の報告
・下関港港湾脱炭素化推進計画（案）について
・脱炭素化に関係した技術情報や最新情報の提供①

・下関港港湾脱炭素化推進計画について
・脱炭素化に関係した技術情報や最新情報の提供②
・今後の協議会について

第1回協議会

関係者の皆さんへ温室効果ガス排出量、脱炭素化の取り組みに関する
アンケート調査実施（必要に応じてヒアリングの実施）

R6.9～10

時期

R6.9.10

R7.1

R7.3

パブリックコメント実施R7.2


